
　　　　　　　　　　　　　　　 

 

桐生市商工事業者省エネ対策支援事業補助金募集要項 

 
 

省エネルギー効果が見込まれる設備導入等を通じて、経費削減、収益向上に取り組もうとす

る中小・小規模企業者に対して、費用の一部を支援します。 

 

１　概要　 

 

申請期間

令和 8 年 8 月 20 日(木) ～ 令和 8 年 10 月 3０日(金) 【当日消印有効】 

※ 但し、期間内であっても、受付が完了した申請の交付決定額が予算額（５千万円）

に達した時点で、募集を終了します。なお、受付終了日に申請されたものが多数

の場合は抽選となることもあります。

 

補　助 

対象者 

下記の(1)、(2)のいずれにも該当する事業者 

(1) 令和８年４月１日以前から市内事業所（事業所＝店舗、工場、事務所等）で事

業を営み、引き続き事業を継続する意欲があり、下記の①、②のいずれかに該

当する者 

 

　 ①法　　　人　　中小企業基本法第 2 条第 1 項に規定する中小企業者または５項

に規定する小規模企業者で、市内に事業所を有する者 

②個人事業主　　本市の住民基本台帳(令和８年４月 1 日を基準日)に記録があり、

市内に事業所を有する者 

 

(2) 商工事業者（日本標準産業分類に定める農業、林業、医療、福祉に該当しない

者）

 

【対象外】 

 

事業者

l 宗教上の組織又は団体、政治団体 

l 市税等に滞納がある者（納税猶予の許可を受けている場合を除く） 

l 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する性風俗関連特

殊営業及び当該営業に係る接客業務受託営業を行う者 

l 桐生市暴力団排除条例第 2 条第 1 号に規定する暴力団、同条第 2 号に規定す

る暴力団員又は同条第 3 号に規定する暴力団等であるもの。また暴力団、暴

力団員及び暴力団等が申請事業者の経営に事実上参画している者 

l 営業に関して必要な許認可等を取得していない者

 

補助金額

1 事業者につき、補助上限 50 万円（下限 5 万円 ※）　【１回限り】 

 

補助率：1/2（中小企業者）、2/3（小規模企業者） 

※ 中小企業者は 10 万円以上、小規模企業者は 7 万 5 千円以上の費用が対象

桐生市



 

補助対象 

費用の一例

＜設備等＞ 

令和 8 年 4 月 1 日以降に原則市内事業者から導入する省エネ設備等。主な補助対象

は下表の①～④のとおり。 

 

〇製品の詳細仕様については、メーカーの製品情報をご確認いただくか、メーカーや

 要件 対象製品・設備

 
①トップランナー 

エネルギーの使用の合理化及び非化

石エネルギーへの転換等に関する法

律に基づいて定められた機器ごとの

省エネ基準達成率１００％以上の右

記製品 

【参照 URL】 

https://seihinjyoho.go.jp/ 

　　  

↑このマークの製品

エアコンディショナー

 
ＬＥＤ照明器具（電球のみ交換は除く。）

 

冷凍・冷蔵庫

 

温水機器（ガス・石油）

 エコキュート

 ②指定設備 

経済産業省が実施する「省エネルギ

ー投資促進支援事業」において、補助

対象設備として登録、公表されてい

るユーティリティ設備に該当する製

品 （令和７年度補正予算 省エネル

ギー投資促進支援事業費補助金（Ⅲ）

ＧＸ設備単位型／（Ⅲ）設備単位型 

補助対象設備一覧の右記製品） 

【参照 URL】 

https://sii.or.jp/setsubi07r/search

/

高効率空調（業務・産業用エアコンディショ

ナー）

 制御機能付きＬＥＤ照明器具（人感・明るさ

センサ付等）

 高効率コージェネレーション（ガスエンジン

コージェネレーションシステム等）

 産業ヒートポンプ（空冷ヒートポンプチラ

ー、温水ヒートポンプ等）

 業務用給湯器（業務用エコキュート、潜熱回

収型給湯器等）

 高性能ボイラ（蒸気ボイラ、温水ボイラ等）

 低炭素工業炉 

※型番登録されておりませんが、左記補助対

象設備のため、申請可能です

 変圧器（油入変圧器、モールド変圧器）

 冷凍冷蔵設備（冷蔵庫、冷凍庫、冷凍機内蔵

形ショーケース等）

 産業用モータ（モータ単体、ポンプ等）

 
③遮熱・断熱工事

施工業者や第三者によって一定の省エネ効

果が証明できる工事

 

④製造から１０年以上経過した

既存設備の買い換え

エアコンディショナー、ＬＥＤ照明器具、冷

凍冷蔵設備、給湯器等（導入によって見込ま

れる省エネルギー効果を説明できるものに

限る。）



 

 販売店等へお問い合わせください。 

〇対象製品・設備は一例ですので、記載が無いものについてはご相談ください。 

〇導入する設備は市内の事業所において活用するものに限ります。 

〇対象となる設備は、領収書等で導入した設備に関する支払額、品目、支払先を確認

できるものであって、事業完了後 30 日以内、または令和 9 年 2 月 28 日のいず

れか早い日までに実績報告ができるものに限ります。 

〇消費税は対象外となりますので、除いた金額で申請してください。  

〇実施済・着手済のものでも、発注・設置(納品)・支払の全てが令和 ８ 年 4 月 1 

日以降にされたものは、要件に合えば対象となります。この場合の実績報告は、市 

が指定する期限までに行ってください。  

〇補助事業の実施にあたっては、可能な限り市内業者の活用をお願いいたします。 

※上記③または④に該当する場合は、申請書において「設備導入により期待される効

果」を記載してください。 

 

＜経　費＞ 

下記の(1)～(3)のいずれかに該当する上記設備に関係する導入費用 

 

(1) 省エネ設備等の導入に必要な費用（購入費、据付工事費等） 

(2) 導入に伴う既存設備の撤去に必要な費用（撤去工事費、処分費）  

(3) 遮熱・断熱工事に要する設計費、材料費、運搬費、養生費、既存設備撤去費等 

 

※ 既存設備を下取り（省エネ設備等と引換えに、対価の一部として既存設備を譲渡）

する場合は、当該対価の一部の額を控除した額となります 

 

【対象外】

費用

＜設備等＞ 

l 消耗品 

l 汎用性の高い物品（テレビ、パソコン・携帯電話等の情報端末、車両等） 

l 中古品又はリース取引若しくは割賦契約により取得したもの 

l 販売や貸付（自社にて販売・賃貸する物件、共有部分への設置を含む。）を目

的とするもの 

l 国等による他の補助金交付を受給しているもの 

l 設備を更新する場所及び用途が居住用と事業用との区別ができないもの 

 

＜経　費＞ 

l 自社内部の取引による経費 

l 各種保証・保険料 

l リサイクル料 

l 振込手数料 

l 消費税及び地方消費税に相当する額 



２　申請の流れ　 

 

 

 

Ø 交付決定の可否については、決定通知の郵送を持ってお知らせします。 

Ø 交付決定後の手続き方法等については、別途ご案内いたします。 

Ø 補助事業の実施状況等について、必要に応じて職員による現地調査を行うことがあります。 

Ø 最終的な補助金額については、実績報告提出を受けた後、審査のうえ確定となります。 

Ø 補助金交付後、不正の発覚等により、交付決定を取り消した場合は、返還請求をさせていただきます。 

 

３　申請方法　 

＜問合せ先＞　桐生市役所商工振興課 工業労政担当　電話：0277-32-4125

 

必要書類

〇申請書(様式第 1 号)　 

〇誓約書(様式第２号) 

＜添付書類＞ 

【法人・個人事業主の事業者】 

〇 省エネルギー設備導入に係る見積書等の写し 

〇 省エネルギー設備の仕様等を明らかにする書類 

〇 市税の完納証明書（発行から３か月以内のもの） 

【法人の場合】 

 登記事項証明書の写し（発行から３か月以内のもの） 
 

【個人事業主の場合】 

直近の確定申告書第一表又は市民税・県民税申告書の控えの写し(令和 8 年 1 月 1

日以降に開業した場合は開業届出書の写し)

 
申請書類を次の宛先に「郵送で提出」をお願いします。 

〒376-8501　桐生市織姫町 1-1  桐生市役所商工振興課工業労政担当　宛 

※ 切手を貼付の上、裏面には差出人の住所及び氏名を必ずご記載ください。

 

※ 必要書類が整った時点で「受理」となりますので、ご注意ください。 

※ 提出された書類は返却しませんので、必要に応じてコピー又は写真撮影して保存してくださ

い。 

※ 本補助金は事業所得に区分されるため、課税対象であると考えられます。詳しくは、お近く

の税務署へご確認ください。 

※ 申請書類は、桐生市のホームページ内にあります。 

https://www.city.kiryu.lg.jp/sangyou/1018120/hojo/1027395.html 

また、桐生市役所商工振興課、新里・黒保根支所にも用意してあります。

交付申請
審査・交付

決定通知

事 業 実

施・完了
実績報告

交 付 額 の

確定・通知

補助金

交付

8/20～10/30 申請書受付後～ 
随時交付決定

発注・設置・ 
支払完了

事業完了後 30 日以内 
（最終受付 2/28）

実績報告受付後 
3 週間程度

交付決定通知後 
2 週間程度


